










A study on the reduction of life cycle cost of the railway  
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 まず，鉄道事業の現状に関して述べる．JR 西日本の在来線の営業範囲は 2 府 15 県
で 4194.5km と広範囲にわたり，その約 2 割が大都市圏，約 4 割が地方都市圏および
都市間線，そして約 4 割がいわゆる地方ローカル圏である．鉄道利用者の減少により
大都市圏における収入も厳しく，図 1-1 に示す最近 20 年間の JR 西日本の在来線の運
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図 2-1 は，JR 西日本の主要な営業エリアである近畿圏の沿線人口の推移を示すデー
タ[19]である．平成 27 年度にピークをむかえた人口は減少に転じ，平成 27 年から 20





















業範囲は 2 府 15 県で 4194.5km と広範囲にわたる．従って，設備が広範囲にわたり設
置されている点や設備の種類が多い点などから，図 2-2 に示すように会社全体の設備
維持に要する修繕費（保全コスト）が営業費用に占める割合は，毎年 20%前後を占め 










































































































保 全 廃 棄 調 達 
構想・定義 開発・設計 製造・取付 保 全 廃 棄 
(a) メーカ系 
(b) ユーザ系（鉄道事業者） 


























































































































































































































































図 2-6 バスタブ理論と設備保全 




















TBM が持つ課題を克服するために 1980 年代頃に考案された第三世代の予防保全手
法が「状態基準保全（CBM）」である．CBM は，情報伝送技術やセンサ技術を適用し
た「状態監視装置」により，高頻度に測定される設備データから，設備故障の予兆を
































































































1 年 2 年 3 年 ･･･ ･･･ 
使用年数 


















(b) CBM の事例 
















































分析を行う（図 2-8 参照）．次に，図 2-8 に示すパレート図より，「パレートの法則（設
備故障のリスクや損失コストの大部分（80%）が集中する，上位 20%の故障箇所や故
障原因の項目について対策を実施する）」に基づき，高いリスクや大きな損失コストを




















図 2-8 パレートの法則（イメージ） 
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図 3-2 アナログ軌道回路モデル（機器構成と機能） 



























(2) ME 軌道回路 
 図 3-3 に一般的な ME 軌道回路モデルと機器構成，およびその機能を示す．ME 軌
道回路は MTD（Multiplex Train Detector）や FSTD（Filtered Scanning Train Detector）な





































































































































































安定した列車運行を確保することである．図 3-5 は，本研究のモデル線区（JR 西日本
の在来線主要線区）における最近 5 年間の輸送障害の原因分析結果である．全体件数



































































 機器構成 主要部品 機 能 




② 伝送部 信号ケーブル 電源の供給 
列車検知の有無の伝送 
③ 制御部 制御回路 踏切鳴動の制御 
④ 警報部 警報灯・警報機 列車接近の警報 
(光･音響) 
⑤ 遮断部 踏切遮断機 踏切道の遮断 
 



















































































































































    
左右レールを車軸で短絡 
受信部 送信部 受信部 
信号電流 
送信部 
































































【手順 1】設備を構成する部位ごとに，部品欄に装置を構成する「部品」を示す．  
【手順 2】部品ごとに想定される「故障モード」を抽出する．FMEA では，想定される 
故障モードをどれだけ抽出できるかが重要である． 
【手順 3】各故障モードの「故障原因」「ハザード」を分析し，「ハザードレベル」  
「発生頻度」「重要度」を設定する． 





手法である．図 4-1 に FMEA の分析手順を示す． 
 




















         
                 
 















【手順 1】「ハザード（故障影響）」を「頂上事象」として分析を始める．  





更に，図 4-3 に FMEA と FTA の分析フロー事例を示す．FMEA と FTA は互いに故
障モードの抽出漏れを防止するバックチェック機能を持つ関係にあるため，FMEA と














































良）を抽出し分析した結果を示す（表 4-1 参照）． 
抽出したﾊｻﾞｰﾄﾞを FTA にかける 
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従 来 再検討 











4. 軌道変圧器の 1 次 2 次電圧の測定 
5. 限流抵抗子電圧の測定 
6. 送受電端レール電圧の測定 
7. 中継トランスの 1 次 2 次電圧の測定 
8. 入出力電圧の測定 














表 4-2 保全項目･保全周期の比較（軌道回路） 
 43 
 
次に，定期的な保全項目を従来の 9 項目から 3 項目へと 30%程度に絞り込んだ理由









いては，保全項目 9 の交流軌道リレーの項目を周期的な保全項目とした．  

















































































4.2.2 再検討した設備保全項目の安全性・信頼性評価  
再検討を行った設備保全項目に対する FMEA・FTA による安全性・信頼性の評価結
果を示すとともに，評価結果の妥当性について述べる．   
 
(1) FMEA・FTA による安全性・信頼性評価 
再検討を行った設備保全項目に対する FMEA・FTA による安全性・信頼性の評価結
果（抜粋）を示す（図 4-5 参照）．従来の FMEA・FTA と異なり，設備（ハード面）で
はなく保全項目（ソフト面）に関する安全性・信頼性評価を行うため，FMEA の「部
位欄」は「保全項目欄」となる．また評価にあたり，考慮するハザードレベルは 1〜4
の 4 段階（レベル 1：故障モードが無視できるレベル，レベル 2：故障モードが列車運
行に影響を与えないレベル，レベル 3：列車運行に影響を与えるが旅客の人命に影響
をおよぼさないレベル，レベル 4：旅客の人命におよぶレベル）とした．  
更に，一般的な評価では故障の発生確率を考慮する．しかしながら，本論文では再
検討を行った設備保全項目がハザードレベル 3 と 4 の全ての故障モードに対応するこ







表 4-3 の項目 4 は，従来は単独の項目であったものが他の項目に包含される事例で
ある．つまり項目 4 の対象部品である軌道変圧器は，項目 9 の構成部品に含まれると
ともに，短絡･飽和・断線の各故障モードが全て項目 9 で抽出可能なことを示している． 

































































































































絶縁物 短　絡 軌道リレー 定期保全
ﾎﾞﾝﾄﾞ類 落下
送着電施設 飽　和 軌道リレー 定期保全
ZB 落下
共振ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ 断　線 軌道リレー 定期保全
軌道変圧器 落下
限流抵抗子 誘　導 軌道リレー 定期保全
軌道抵抗子 不正動作





   の局部電圧及
   び位相測定
4. 軌道変圧器の
　1次2次電圧の
    測定


















気的データ測定箇所が，図 4-4 に示すように 7 項目 10 箇所から 1 項目 1 箇所へと大幅

























































































































































図 4-7 画像データの設備保全への活用事例  












































従来の鉄道信号設備のライフサイクルモデルについて述べる（図 5-1 参照）． 
鉄道事業者は，メーカから設備やシステムを調達し運用・保全を行う．設備やシス































































































図 5-2 鉄道信号設備のライフサイクルコストモデル（提案モデル）  
○ライフサイクルモデル 











































































道府県の現金給与総額 cp（cash payroll）と総実労働時間 twh（total actual worked hours）
から，単位時間あたりの現金給与額 cph（cash payroll per hour）を計算する（cph = cp / 
twh）．次に，求めたい都道府県の cph と先行研究[15]で示された特定地域の cph から，















































滋賀県 309,859 147.2 0.91 28.3 
京都府 279,066 140.2 0.86 26.7 
大阪府 336,238 144.7 1.00(基準) 31.2(基準) 
兵庫県 299,878 142.9 0.90 28.2 








































また表 5-2 は，鉄道信号設備を代表する軌道回路に関する JR 西日本のモデル線区に
おける，軌道回路の過去 6 年間の設備故障データ 135 件と (5-5)式から求めた経済的
損失コスト（経済的平均損失コスト）の事例である．本論文では，研究対象とするモ
デル線区を線区規模に応じて，A グループ（大都市圏：10 万人/日規模），B グループ











Σ Vd-ave = N 
1 















機械的部分 47 4,776,463 101,627 
電気的部分 19 3,625,278 190,804 
B グループ 
機械的部分 23 1,418,412 61,670 
電気的部分 21 470,015 22,382 
C グループ 
機械的部分 15 106,223 7,082 































JR 西日本エリア内のモデル線区における過去 6 年間(72 か月間)の軌道回路の設備故
障データをもとに設備故障の発生傾向の分析を行う．（図 5-3 参照） 































れる，軌道回路の 1 か月間に xi（件）の設備故障が発生する確率 f(xi)を示すグラフで
ある．図 5-4(a)より，機械的部分の故障発生件数の累積確率が 95%を超える範囲は，A
グループ（λ＝0.65）が 0～2 件，B グループ（λ＝0.32）と C グループ（λ＝0.21）が 0
～1 件である．これは列車運転本数が多く，列車通過時の振動や衝撃を受ける頻度の
高い A グループの設備故障が発生しやすい経験値と一致している．また図 5-4(b)より，

























































































































































関係について考察する（図 5-5 参照）．図 5-5 より A グループの設備数量と設備故障に
起因する輸送障害の発生件数の割合は，それぞれ全体の 44%と 49%，B グループは 36%
と 33%，また C グループは 20%と 18%と各グループ間の設備数量と設備故障の発生件
数の割合とは同等と考えられる．  
現行の設備保全の考え方である設備故障の発生件数を評価尺度とした場合，5.3.1 よ 











































(a) 設備数量 (b) 輸送障害発生件数 
図 5-5 軌道回路の設備数量と輸送障害発生件数 










(a) 設備数量 (b) 経済的損失コスト 






































度の高い A グループの故障が発生しやすいことを意味している． 
次に B グループのデータ分析を行う．設備故障の発生件数は，機械的部分が 52%（23
件），電気的部分が 48%（21 件）とほぼ同じである．これに対し，経済的損失は機械













































































(a) A グループ 
(b) B グループ 


















































(c) C グループ 


















まず，対策前の経済的損失コストを求める． (5-5)式より，A から C 各グループの
輸送障害 1 件あたりに全旅客が被る経済的平均損失コスト（Vdーave）を求める．そし






削減は，A から C 各グループの 1 か月間あたりの設備故障の平均発生件数（λ）を 50%
低減し (5-6)式に代入する．そして(5-7)式より年間の経済的損失コストを求める．更














円･人／件 件／月 百万円 
A 
グループ 
機械的部分 101,627 0.65 4.78 
8.41 
電気的部分 190,804 0.26 3.63 
B 
グループ 
機械的部分 61,670 0.32 1.42 
1.89 
電気的部分 22,382 0.29 0.47 
C 
グループ 
機械的部分 7,082 0.21 0.11 
0.24 









円･人／件 件／月 百万円 
A 
グループ 
機械的部分 101,627 0.33 2.39 
6.02 
電気的部分 190,804 0.26 3.63 
B 
グループ 
機械的部分 61,670 0.16 0.71 
1.18 
電気的部分 22,382 0.29 0.47 
C 
グループ 
機械的部分 7,082 0.10 0.05 
0.18 





















更に図 5-8 は，対策前後の経済的損失コストの比較検証のため，表 5-3 のデータを
設備故障の対策実施前後のそれぞれのコストに集約した結果である．最初の対策前の
経済的損失コスト 10.5 百万円は，表 5-3(a)の A から C 各グループの対策前の経済的損
失コストの合計である．2 つ目の全グループに設備故障対策を実施した場合の経済的
損失コストは，表 5-3(b)の A から C 全グループの経済的損失コストを合計した 7.38
百万円（29.9%低減）である．以下同様に，設備故障の影響が少ない C グループを除
く A,B グループに対策を実施した場合 7.43 百万円（29.4%低減），そして A ｸﾞﾙｰﾌﾟ単
独の場合 8.14 百万円（22.7%低減）となる． 
分析の結果，設備故障対策の費用対効果を考慮した場合，必ずしも A から C 全グル
ープに対して全国均一の設備投資を行う必要のないことを示している．つまり，全グ
ループに対策を実施した場合の低減効果（29.9%減）と，C グループを除く A,B グル
ープに対策を実施した場合の低減効果（29.4%減）に大きな差異は見られない．これ
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Ri ＝CTi ・踏切遮断時分(分)                   (6-3) 
 
CTi = 
















































JR 西日本エリア内のモデル線区を，A グループ（大都市圏），B グループ（地方都
市圏および都市間），C グループ（地方ローカル圏）の 3 グループに分類し，それぞれ
の線区で発生した踏切保安装置の設備故障が道路交通と旅客に与える経済的損失コス
トの試算事例を示す（図 6-1 参照）． 
 
〇試算の前提条件（踏切制御子の故障）  
【A グループ】N 踏切（兵庫県） 
・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 6 台，普･小･軽自動車 92 台，バイク 37 台， 
軽車両 1,069 台，歩行者 254 人 
・列車影響：列車影響本数：111 本(複々線)，列車遅延時分(延べ)：1074 分 
【B グループ】T 踏切（滋賀県） 
・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 170 台，普･小･軽自動車 232 台，バイク 3 
台，軽車両 4 台，歩行者 1 人 
・列車影響：列車影響本数：12 本(複線)，列車遅延時分(延べ)：60 分 
【C グループ】O 踏切（奈良県） 
 ・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 0 台，普･小･軽自動車 102 台，バイク 16 
台，軽車両 375 台，歩行者 307 人 




















































































































課題 3）国土交通省公表の時間評価値[29]は全国一律であり，都道府県ごとの地域間  
格差が考慮されていない点を解決することが必要である． 
課題 4）本論文に適用した時間評価値は，年間の平均値である．休日は観光目的の  
交通量が増加する，あるいは産業道路のため平日の交通量が多くなるなど  
は考慮していない．平日と休日の時間評価値を補正することが必要である． 
課題 5）本論文に適用した踏切交通量は，平日の一日の平均値である．踏切道実態  































 つぎに，観点ごとに，本研究で得られた成果をまとめる．  
鉄道信号設備のライフサイクルコストと設備保全  
 第 2 章では，鉄道信号設備のライフサイクルコストと設備保全手法の基本的な考え
方を整理したうえで，産業機器の設備保全手法の変遷について述べた．  




























ある，FMEA（故障モード影響解析）と FTA（故障の木解析）を用いた．FMEA と FTA
を用いた理由は，同種の保全手法である RCM が，FMEA により予防保全と事後保全
































 第 6 章では，次の研究の進展として，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コス
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